令和７年度　排水設備等指定工事店
（新規・更新）申請書の作成について
１　申請書の作成
１　申請書（別記様式第１号）

　　　申請書の「新規、新規の指定」または「更新、指定の更新」を○で囲み、「申請者」に係る表内の各項目を全て記入してください。
２　添付書類（①～⑦までは、新規・更新共通です。⑧は、更新の場合のみです。）
①　誓約書（別添用紙）
「和歌山市排水設備等指定工事店条例（抜粋）」の内容を確認のうえ、記入・押印してください。

②　法人にあっては、定款の写し及び登記事項証明書(原本)。個人にあっては、住民票（コピー不可）。
③　営業所関係資料（ア・イ・ウの全て必要です。）
ｱ．営業所の平面図･付近見取図（別添用紙）及び写真、倉庫があれば付近見取図に記入してください。

　　     （「倉庫の付近見取図」は、倉庫が営業所の付近見取図にのっていない場合のみ作成してください。）

ｲ.営業所の内部及び外部の写真（３～４枚程度）

　内部の写真・・・事務所内に工事店証を掲示しているのがわかるように撮影したもの。
外部の写真・・・営業所名がわかる看板をいれて撮影したもの。
ｳ.倉庫の外見と倉庫内の写真（３～４枚程度）
④　選任責任技術者名簿（別添用紙。記入例あり。名簿にア・イ両方添えてください。）

　　ｱ.和歌山市に登録している排水設備等工事責任技術者証のコピー

ｲ.選任を確認できるもの（指定工事店と責任技術者の雇用関係を証する書類）
申請者が個人で、その代表者が責任技術者の場合であっても、選任して従事する責任技術者の雇用関係を証する書類は必要になります。

（例：確定申告等の会社名と個人の氏名が入っているものの写し）　
⑤　兼務状況報告書（別添用紙。記入例あり。）
　　　　同一指定工事店の和歌山県内における複数営業所を兼務する場合のみ必要です。
⑥　機械器具調書（別添用紙）

⑦　工事経歴書

　　排水設備工事の経歴を記載すること。添付している様式にこだわらなくてもかまいません。
⑧　排水設備等指定工事店証の写し ← （更新の場合のみ）
⑨　排水設備等指定工事店連絡先（メールアドレス） 
２　申請書等郵送期限　  令和７年１２月１９日（金）までに申請書等を返送
　　　　　　　　　　　 　　※手数料については下記の指定する期間にてお支払いください。

３　送付先　　〒６４０－８５１１
和歌山市七番丁２３番地　和歌山市企業局　下水道部　下水道管理課
４　申請手数料　 新規２０,０００円　　更新１０，０００円
・新規 申請書到着後、納付書を送付しますので、期限までに納付書裏面に記載の金融機関でお支払い
ください。
・更新 同封している納付書にて申請書等返送後から令和７年１２月２６日（金）までの期間に、
納付書裏面に記載の金融機関でお支払いください。
別記様式第1号(第2条関係)

	排水設備等指定工事店
	新規
更新
	申請書


令和　　　年　　月　　日
　(宛先)和歌山市公営企業管理者
	　次のとおり排水設備等指定工事店の
	新規の指定
指定の更新
	を受けたいので、和歌山市排水設備


	等指定工事店条例
	第2条第1項
第16条第2項
	の規定により申請します。


	申請者
	営業所所在地
	〒　　　　　―

	
	
	和歌山市

	
	
	電話番号(　　　)　　　―

	
	フリガナ
	　

	
	工事店名
	　

	
	フリガナ
	　

	
	代表者氏名
	　　

	
	指定工事店登録番号
(更新の場合)
	第　　　　　　　　　　号


添付書類
　1　条例第3条第4号アからオまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する書類
　2　法人にあっては定款の写し及び登記事項証明書、個人にあってはその住民票の写し
　3　営業所の平面図及び付近見取図並びに内部及び外部の写真
　4　選任して従事する責任技術者の名簿及び雇用関係を証する書類
　5　排水設備等の新設等の工事の施工に必要な設備及び機材を有することを証する書類
　6　申請者の工事経歴書
　7　排水設備等指定工事店証の写し(更新の場合)
8　営業所の兼務状況を確認できる書類(他の営業所について兼務する場合)

誓　約　書

排水設備等指定工事店申請者及びその役員は、 和歌山市排水設備等指定工事店条例第３条第４号アからオまでのいずれかにも該当しない者であることを誓約します。

　また、指定工事店の指定に関する資料を和歌山県下水道協会に提供することを同意します。

令和　　年　　月　　日
（あて先）和歌山市公営企業管理者
申請者　　営業所所在地　

工事店名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	　○和歌山市排水設備等指定工事店条例（抜粋）

　　（指定の基準）

　第３条　管理者は、前条第１項の指定の申請をした者が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同条第２項の指定を行う。

　　⑴　営業所ごとに、選任する責任技術者を１人以上有している者であること。

　　⑵　排水設備等の新設等の工事の施工に必要な設備及び器材を有している者であること。

　　⑶　市内に営業所を有している者であること。

　　⑷　次のいずれにも該当しない者であること。

　　　ア　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
　　　イ　第８条第１項の規定により指定工事店の指定を取り消され、その取消しの日から起算して２年を経過しない者

　　　ウ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認められるに足りる相当の理由がある者
　　　エ　精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
　　　オ　法人であって、その役員のうちにアからエまでのいずれかに該当する者があるもの


営業所の平面図及び付近見取図

平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　面積　　　　　　㎡
	

	付近見取図（営業所と倉庫の場所がわかるように記入してください。）




（注）

　１　営業所の写真は、外部及び内部の状態が分かるものを数枚添付すること。

　２　営業所の平面図は、開口及び奥行の寸法、机の配置状況等を記入すること。

　３　付近見取図は、主な目標を入れて分かりやすく記入すること。
倉庫の付近見取図（営業所と別の場所にある場合のみ）
付近見取図

（注）

　１　付近見取図は、主な目標を入れて分かりやすく記入すること。
選任責任技術者名簿
申請日現在

	ふ　り　が　な
氏　　　　名
	住　　　　　　　所
	登 録 番 号
	摘　要
	兼　務

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	


添付書類

　１　責任技術者証の写し

　２　選任を確認できるものとして、次のうちいずれか１つ

　（１）雇用保険被保険者資格取得確認通知者及び保険料領収書の写し

　（２）従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し
（３）（１）・（２）以外で、指定工事店と責任技術者の雇用関係を証する書類
　３　兼務状況報告書（責任技術者が複数営業所で兼務する場合のみ）
※令和７年度より様式が一部変更
選任責任技術者名簿（記入例）
申請日現在

	ふ　り　が　な
氏　　　　名
	住　　　　　　　所
	登 録 番 号
	摘　要
	兼　務

	ｷﾞｼﾞｭﾂｼｬ　ｲﾁﾛｳ
	〒○○○‐○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
	第○○○○○‐
○○○○○‐○○号　　　　　　　　　　　
	
	　○


	技術者　　一郎
	
	
	
	

	ｷﾞｼﾞｭﾂｼｬ　ｼﾞﾛｳ
	〒○○○‐○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
	第○○○○○‐
○○○○○‐○○号
	
	

	技術者　　二郎　
	
	
	
	

	ｷﾞｼﾞｭﾂｼｬ　ｻﾌﾞﾛｳ
	〒○○○‐○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
	第○○○○○‐
○○○○○‐○○号
	
	　○

	技術者　　三郎
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	

	
	〒
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	
	


添付書類

　１　責任技術者証の写し

　２　選任を確認できるものとして、次のうちいずれか１つ

　（１）雇用保険被保険者資格取得確認通知者及び保険料領収書の写し
　（２）従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し

（３）（１）・（２）以外で、指定工事店と責任技術者の雇用関係を証する書類
３　兼務状況報告書（責任技術者が複数営業所で兼務する場合のみ）
兼務状況報告書
申請日現在
	ふ　り　が　な
氏　　　　名
	兼務先登録番号
	兼務先営業所名
	兼務先営業所の所在地

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	


※令和７年度より提出必要
兼務状況報告書（記入例）
申請日現在
	ふ　り　が　な
氏　　　　名
	兼務先登録番号
	兼務先営業所名
	兼務先営業所の所在地

	ｷﾞｼﾞｭﾂｼｬ　ｲﾁﾛｳ
	第○○○○○‐
○○○○○‐○○号
	指定工事店○○　和歌山市○○営業所
	○○○○○○○○○○

	技術者　　一郎
	
	
	

	　　
	第　　同上　　号
	指定工事店○○　○○市営業所
	○○○○○○○○○○

	　　同上
	
	
	

	
	第　　同上　　号
	指定工事店○○　○○市営業所
	○○○○○○○○○○

	　　同上
	
	
	

	ｷﾞｼﾞｭﾂｼｬ　ｻﾌﾞﾛｳ
	第○○○○○‐
○○○○○‐○○号
	指定工事店○○　○○市営業所
	○○○○○○○○○○

	技術者　　三郎
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	第　　　　　　号
	
	

	
	
	
	


機械器具調書

申請日現在

	種　　　別
	名　　　称
	形　式　・　性　能
	数　量
	備　考

	
	
	
	
	


（注）種別の欄には、｢管の切断用｣、｢管の加工用｣、｢管の接合用｣、｢測量用｣、｢土工用｣の別を記入すること。

工　事　経　歴　書
	発　注　者
	工　事　名
	場　　　所
	完成年月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


排水設備等指定工事店証の交付についてお知らせ

交付日等については、改めてご連絡はしませんので、下記交付日に来庁してください。
　　
　
　交付日　　令和８年３月２３日（月）～令和８年３月２５日（水）
　　　　　　　 午前８時３０分～午後５時１５分
場　所　　　下水道管理課（東庁舎３階）

　　　　※　旧の工事店証（原本）と引き換えにお渡しします。

　　　　　　 忘れずにお持ちください。
　担当課：下水道管理課　管理班
Ｔ Ｅ Ｌ：（073）435－1096
	添付書類 ⑨ 排水設備等工事店連絡先（メールアドレス）

	
	
	

	工事店名
	指定工事店登録番号
	メールアドレス

	　
	　
	　　　　　　　＠


連連絡先　下水道管理課　管理班


　TEL（０７３）４３５－１０９６





営業所を兼務する場合は○をつけてください。○がつく場合、「兼務状況報告書」が必要です。





営業所を兼務する場合は○をつけてください。○がつく場合、「兼務状況報告書」が必要です。





兼務先営業所については、兼務先の営業所全てについて記入してください。





和歌山市内の営業所については、和歌山市排水設備等指定工事店の登録済みであるか確認を行います。





兼務状況報告書は同一の指定工事店の和歌山県内における複数営業所を兼務する場合のみ必要です。








